
 

 

東 海 北 陸 厚 生 局 事 業 年 報 （ 令 和 ３ 年 度 ）  

 
86 

86 

地域包括ケア推進課 

 

地域包括ケア推進課は、地域包括ケアシステムの構築を図るため、市町村が関係者

との協力により進めている、住民同士の助け合いを含め多様な主体による介護予防や

日常生活支援の取組、医療と介護の連携、認知症施策の推進等について、その充実に

向けた支援を行っています。 

 

１．東海北陸厚生局地域包括ケア推進本部の設置・運営について 

 

（１）概要 

東海北陸厚生局では地域包括ケア推進課が設置された平成２８年度から、東海北

陸厚生局内の関係課等で組織する東海北陸厚生局地域包括ケア推進本部を設置し、

地域の特性に応じた地域包括ケアシステムの構築に資する具体的な支援を実施す

る方針に係る意見交換・情報共有する会議を開催しています。 

 

（２）実績 

令和３年度は、7 月 5 日、11 月 24 日、3 月 22 日の３回開催しました。 

東海北陸厚生局長の委嘱を受けた４名の参与の出席を得て、幅広い知識、経験に

基づく意見交換を行っています。 

 

 

２．地域支援事業の実施状況の把握、助言、支援について 

 

（１）概要 

   管内 6 県を通じて、各市町村における地域支援事業の実施状況や実施に当って

の課題等について把握し、厚生労働省老健局と連携を図りながら、必要な助言及び

支援を行っています。 

 

（２）実績 

   地域支援事業交付金の交付申請、実績報告書等を審査し、管内 6 県に対して市

町村支援に必要な助言を行いました。 

    ７月：令和２年度実績報告取りまとめ 

１０月：過年度再確定取りまとめ  

1２月：当初事業計画とりまとめ 
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１月：調整交付金算定額調べ取りまとめ 

３月：当初交付申請取りまとめ、当初交付決定 

 

３．認知症施策の普及・啓発、実施状況の把握、助言、支援について 

 

（１）概要 

認知症施策推進大綱に基づく認知症施策についての推進を図ることを目的に、

自治体協力による職域における認知症サポーター養成講座の実施と、管内 6 県の

認知症施策に係る県の担当者参加の下、情報の共有、意見交換を実施していま

す。 

 

（２）実績 

令和 3 年度は、次のとおり開催しました。 

９月：「認知症施策の推進に係る意見交換会」（オンライン会議） 

2 月：管内職員向け「認知症サポーター養成講座」（オンライン会議） 

 

 

４．地域医療介護総合確保基金に関する業務について 

 

（１）概要 

 地域医療介護総合確保基金に基づく人材確保等事業について、管内 6 県におけ

る実施状況や課題等に対し、必要な助言及び支援を行っています。 

 

（２）実績 

 当該基金の残高、執行状況、令和３年度の見込量（所要額）に係る調査を行

い、当該基金を活用した事業の実施状況や課題等について把握し、必要な助言及

び支援を行いました。 

 ６月：令和３年度分の国庫補助協議等取りまとめ 

９月：内示（厚生労働本省にて一括実施） 

１２月：追加内示（厚生労働本省にて一括実施） 

 2 月：追加内示（厚生労働本省にて一括実施） 

 3 月：交付決定 
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5．東海北陸管内６県との意見交換会の開催運営について 

 

（１）概要 

   管内 6 県及び市町村における地域包括ケアシステム構築に関する取組の支援を

行うことを目的に、重要な個別テーマに関する支援方策等について、意見交換・情

報共有を行う会議・研究会を開催しています。 

 

（２）実績 

   令和３年度は、次のとおり開催しました。 

５月 「市町村支援に関する意見交換会」（オンライン会議） 

７月 「在宅医療・介護連携の推進に係る意見交換会」（オンライン会議） 

 

 

6．地域包括ケアシステムの推進に向けた会議等への対応について 

 

（１）概要 

地域包括ケアシステムの推進などを目的に、東海北陸厚生局の職員が県・市町村

及び関係団体等が主催する会議・意見交換会、研修会等に出席し、行政説明や助言

等を行っています。 

 

（２）実績 

実施日 研修会等の名称 依頼機関 内容 

７月 8 日 
愛知県若年性認知症自立支援ネットワーク

会議 
愛知県 助言 

7 月 16 日 あいちオレンジタウン構想推進会議 愛知県 
委員として 

出席（局長） 

8 月 20 日 
愛知県若年性認知症自立支援ネットワーク

研修 
愛知県 研修会 

9 月 10 日 

介護予防・日常生活支援総合事業等の充実

のための厚生労働省職員派遣による支援 
（全 3 回 11 月 9 日・12 月２３日～24 日） 

三重県 

紀北町 
研修会 

9 月 27 日 

介護予防・日常生活支援総合事業等の充実

のための厚生労働省職員派遣による支援 
（全 3 回 11 月 5 日・1 月 31 日） 

静岡県 

西伊豆町 
研修会 

9 月 28 日 

介護予防・日常生活支援総合事業等の充実

のための厚生労働省職員派遣による支援 
（全 3 回 11 月 4 日・2 月 1 日） 

静岡県 

富士宮市 
研修会 

10 月 1 日 西尾市高齢者虐待防止協議会 西尾市 行政説明 
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10 月 25 日 
保険者伴走型支援事業 

（全 6 回 3 月まで月 1 回開催） 
石川県 助言 

11 月 2 日 
豊橋市未来技術実装化プロジェクトチーム

との意見交換 
豊橋市 意見交換 

１１月２５日 知多郡医師会多職種連携研修会 知多郡医師会 行政説明 

1 月 14 日 
愛知県若年性認知症自立支援ネットワーク

研修 
愛知県 研修会 

2 月 4 日 岐阜圏域在宅医療・介護連携推進研究会 岐阜県 行政説明 

2 月 4 日 認知症地域支援推進員ネットワーク会議 岐阜県 行政説明 

2 月 15 日 3 町合同地域包括ケア研修会 武豊町 行政説明 

2 月 25 日 
第 2 回愛知県若年性認知症自立支援ネット

ワーク会議 
愛知県 助言 

3 月 24 日 

令和 3 年度愛知県社会福祉協議会高齢者部

会地域包括・在宅介護支援センター関係職

員研修会 

愛知県社会

福祉協議会 
行政説明 

 

 

７．介護保険事業（支援）計画に関する業務について 

 

（１）概要 

 介護保険事業（支援）計画の策定に関する進捗状況、策定に当たっての課題等に

ついて、管内の 6 県を通じて把握し、市町村に必要な助言を行っています。 

 

（２）実績 

 令和３年度は、１２月及び１月（富山県：12 月 20 日、岐阜県：1 月 11 日、

静岡県：1 月 14 日、三重県：1 月 18 日、石川県：1 月 21 日、愛知県：1 月 25

日）に６県に対して、第８期介護保険事業（支援）計画の進捗管理の状況について、

都道府県における管内保険者に関する把握状況や支援状況を確認し、必要な助言を

行いました。 
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８．高齢者保健事業と介護予防の一体的な実施の把握、助言、支援について 

 

（１）概要 

 管内６県及び広域連合等を通じて、各市町村における高齢者保健事業と介護予防の

一体的な実施の実施状況や実施に当たっての課題等について把握し、厚生労働省保険

局と連携を図りながら、必要な助言及び支援を行っています。 

 

（２）実績 

   後期高齢者医療特別調整交付金の事業計画書を審査し、管内 6 県に対して市町村支

援に必要な助言を行いました。 

   １０月：事業計画書とりまとめ 

１２月：富山県黒部市ヒアリング 

 1 月：岐阜県山県市ヒアリング 

２月：変更事業計画書とりまとめ 

 

 

９．他省庁との連携による研修会等の開催について 

 

（１）概要 

管内 6 県及び市町村が地域包括ケアシステムの構築を推進するに当たり、地域

の実情を踏まえて、よりきめ細やかに地域支援事業の推進を支援するため、関係省

庁と連携して、研修会・セミナーを開催しています。 

 

（２）実績 

令和３年度は、中部地方整備局、中部経済産業局、東海農政局と連携して取り組

みました。 

【中部地方整備局との連携】 

○第９回 中部ブロック居住支援に係る勉強会（6 月 29 日） 

○第 10 回 中部ブロック居住支援に係る勉強会（10 月 21 日） 

○居住支援サロン（9 月 6 日、12 月 9 日） 

 ○第３回 中部ブロック居住支援協議会に係る連絡調整会議（3 月 3 日） 

 

【中部経済産業局との連携】 

○中部地域 地域版協議会ネットワーク会議（7 月 13 日） 

○ガバメントピッチ in 中部（10 月 27 日） 



 

 

東 海 北 陸 厚 生 局 事 業 年 報 （ 令 和 ３ 年 度 ）  

 
91 

91 

○豊田市 地域リハイノベーションセンター視察（12 月 21 日） 

○中部医療産業化ネットワーク支援会議（1 月 28 日） 

 

【東海農政局との連携】 

○農福連携に関する関係機関意見交換会（1 月 20 日） 

○農福連携に関する取組事例紹介（2 月 25 日以降動画配信） 

 

 

 

 

            

（１）概要 

老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費補助金）は、高齢者の介護、介護

予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業に対して

補助を行い、老人保健福祉サービスの一層の充実や介護保険制度の基盤の安定化に

資することを目的とする補助金事業です。 

 

（２）実績 

○令和３年度 老人保健健康増進等事業 

標題・【実施主体】 内容 成果・目標 

１ 認知症の予防段階での

歯科的介入によるエビデ

ンスの集積とその介入時

期・方法の検証及び口腔

機能向上プログラムの実

践効果の検証に関する調

査研究事業 

 

【愛知県歯科医師会】 

 口腔機能の低下と認知機能の関連

及び特定健診世代における口腔機能

低下の発現状況等について調査研究

を実施した。歯科治療、オーラルフレ

イルの予防・改善が、高齢者の健康増

進や社会性の維持向上をもたらし、

ひいては介護予防に繋がることを検

証した。また、セミナー等を通して調

査研究の成果である口腔機能向上プ

ログラムの普及啓発を図った。 

・ 口腔機能の維持がフレ

イルの進行を防止し全身

の健康につながる事を自

覚出来るよう住民に促す

口腔機能回復につながる

リハビリテーションを目

的としたプログラムを提

案する。 

２ 潜在看護職等、地域の

潜在専門職の力で多様な

災害から地域の高齢者等

を支援する新たな地域包

括ケアに関する調査・研

究事業 

 

【日本福祉大学看護学部】  

地域の専門職参加を得た地域包括

ケアネットワークの強化を促進す

る。知多半島を中心とした潜在看護

職の発掘に加え、それ以外の東三河

地域、山岳地域への展開及び看護師

以外の救急時に大きな力となる他の

専門職種の発掘も併せて実施した。

また、セミナー等を通して、調査・研

究の成果を発信し、普及啓発を図っ

た。 

・ 潜在専門職が地域の指

定避難所に複数人を配置

できるように、人材確保

を効率的な方法で図る。 

・ 災害時における潜在多

職種連携を目指す。 

 

  

10．老人保健健康増進等事業について 
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内閣府において、AI、IoT や自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方

創生を目指し、地方創生の観点から、革新的で先導性と横展開可能性等に優れた提案に

ついて、社会実装に向けた関連事業の現地支援体制を構築し、関係府省庁による総合的

な支援を行う未来技術社会実装事業に取り組んでおり、平成 30 年度から３８事業の

支援を実施しているところであり、選定事業毎に地域実装協議会を組織し、社会実装に

向けたワンストップ支援を実施しております。 

このうち厚生労働省（東海北陸厚生局）は、地域実装協議会における国の実務責任者 

として現地支援責任者（1 事業）及び構成員（２ 事業）として参画しています。 

 

１．省庁現地責任者として支援する事業 

近未来技術等を活用した「AI ケアシティ」形成事業 

・事業内容：AI によるケアプランの作成支援、ケアマネジメント支援システムの

市内での実装並びに効果検証、自主的な健康づくりを支える AI を導

入した健康管理アプリの開発など 

・提案者：愛知県豊橋市 

・メイン省庁：厚生労働省 

・現地責任者：東海北陸厚生局 健康福祉部長 

・構成員：総務省、経済産業省、国土交通省 

 

２．地域実装協議会の構成員として支援する事業 

（１）高蔵寺ニューモビリティタウン構想事業 

・事業内容：高齢者の外出支援を目的としたタクシー事業者との連携による新

サービスや住民共助による移動サービス、自動運転技術による近

距離移動、新たな移動手段に対する実証実験の推進など 

・提 案 者：愛知県春日井市 

・メイン省庁：国土交通省 

・構 成 員：警察庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省 

・東海北陸厚生局からの構成員：地域包括ケア推進課長 

 

 （２）AI・IoT を活用し、働き方改革と新たなビジネスの創出を実現するスマート産

業都市 

・事業内容：非防爆タブレット使用の試行的開始、バイタルセンサー開発、製

造所への固定センサー導入研究など  

・提 案 者：三重県四日市市 

11．近未来技術地域実装事業 
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・メイン省庁：経済産業省 

・構 成 員：内閣府、総務省（消防庁）、厚生労働省 

・東海北陸厚生局からの構成員：医事課長 

 

 

 

  


